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はじめに
　近年科学技術振興の強力な政策ツールとして競争的資金制度が注目を集めている。競争的資金制度とはFunding 
Agency（FA）と呼ばれる研究資金提供機関が研究者・研究機関に競争原理をベースにして研究資金を供給するこ
とによって科学技術を振興する制度である。アメリカでは政府研究開発資金の約３分の１が競争的資金制度に投入
されている。日本においても政府研究開発予算に占める競争的資金シェアが、1996年5.7％、2001年8.0％、2005年
13.1％と拡大するなど、競争的資金制度のウェイトは高まってきている（１）。
　競争的資金制度研究の個別のテーマとしては、促進対象研究領域選定、プログラム設計、研究課題採択プロセス、
研究資金運用の効率性、研究開発評価の論理と手法、FAの組織設計、プログラムオフィサーの育成と配置等、多
様なものがある。そして最重要なテーマの一つが、研究資金利用の効率性を規定する会計制度と競争的資金制度の
関係である。実際、会計制度は研究資金利用の効率に直接的に影響してくる。競争的資金制度先進国のアメリカで
は、その会計制度が研究資金利用上の効果的柔軟性を保証し研究資金利用の効率性を高め、結果として科学技術的
研究成果産出を促進することになっている。対照的に、日本の会計制度は競争的研究資金利用上複数の障害を発生
させる現実をつくっている。本稿では、国家会計制度と競争的資金制度の関係を日米の制度比較の視点から考察す
る。なお、会計制度と競争的資金制度の関係については、JST（科学技術振興機構）の高橋宏博士が深い見識を有
しておられる。高橋博士が石橋一郎氏と発表された『研究費会計制度の日米比較』は最も卓越した会計制度・競争
的資金制度関係研究の報告書であり、本稿の作成においても同報告書から多くのことを学んだ。
１．日本の国家会計制度と競争的資金制度
　日本は第一に単年度会計を原則採用している単年度会計国家である。単年度会計とは「その年の支出をその年の
収入で賄う」ことを原則として予算を毎年作成する制度である。単年度会計制度では複数年度にまたがる事業であ
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っても年度ごとに会計を閉めることが原則となる。即ち、予算は全て一年単位で設定され次年度以降の予算を保証
することができず複数年度に渡る事業等に対しても、予算は一年単位でしか設定することができない（２）。
　単年度会計制度の法的バックボーンとしては、憲法86条「内閣は、毎会計年度の予算を作成し、国会に提出して、
その審議を受け議決を経なければならない」、財政法第11条「国の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月
31日に終わるものとする」、財政法第12条「各会計年度における経費は、その年度の歳入をもって、これを支弁し
なければならない」等がある。
　日本においては競争的資金制度の運営も単年度会計に合わせて行われている。よって、複数年度に及ぶ研究プロ
ジェクトでも予算管理は一年単位で行われることになる。単年度会計制度は競争的資金制度の研究資金利用上、以
下のような問題を生じさせている。第１に一年単位で会計処理を行う必要から、事務手続き上で年度の変わる前後
である３月～４月に、研究者が研究資金を使用できない期間を生じさせている。第２に研究資金の繰越を効率的に
行えない状況をつくっている。年度を越えて資金が移動することが繰越であるが、日本の単年度会計制度では繰越
は原則として認められていない。確かに、繰越明許制度が適用された事業に対して国会承認をへて例外的に繰越が
認められるケースもある。近年、競争的資金も繰越明許制度の適用対象になり繰越が可能になっている（３）。しかし、
繰越明許制度の適用をもってしても、研究資金を一度国庫に返却する必要があるなど煩雑な手続きを要し、実際の
繰越した研究資金を４月の年度初めから使用することができず年度が開始して３か月程経過して初めて使用可能に
なるなど、いまだ効率的な資金利用は実現していない。
　単年度会計以外にも日本の会計制度の特徴として現金支出主義がある。現金支出主義とは具体的な事業等に関す
る経費として現金が支出されてはじめて「予算執行終了」とされる制度である。日本では特定事業への資金提供が
決定しただけでは予算執行終了とはみなされない。あくまで同一会計年度内に特定事業においてキャッシュの支払
い・精算が完了して予算執行終了とみなされるのである。よって現金支出主義で運営される競争的資金制度にあっ
ても研究資金を受けた研究者・研究機関が本来的に資金利用の必要性がない研究上のタイミングで次回の資金獲得
上のこと等を考慮して無理をして資金を利用する可能性がある（４）。
２．アメリカの国家会計制度と競争的資金制度
　アメリカでは、多年度会計・支出負担確定主義会計等の会計上の制度的特徴が競争的資金制度運営の効率的柔軟
性を保証している。
２．１．多年度会計
　アメリカは多年度会計を原則採用する多年度会計国家である。多年度会計とは複数年度に渡る事業を複数年度で
予算管理する会計である。
　米国では、連邦政府・州政府等の各政府が事業内容・事業期間・事業予算を明確にした予算を設定し法律化する。
法律化された予算はAppropriationあるいはAppropriation Lawと呼ばれる（５）。Appropriationには次の３種類がある。
One year Appropriation（Annual Appropriation）・Multi year Appropriation・No year Appropriationである。
　One year Appropriationは１年以内に予算執行が完了する予算、Multi year Appropriationは複数年以内に予算執
行が完了する予算、No year Appropriationは予算執行に期限が定められていない予算である。
表１：アメリカのAppropriationの種類
１. One year Appropriation（OYA） １年以内に予算執行が完了する予算
２. Multi year Appropriation（MYA） 複数年以内に予算執行が完了する予算
３. No year Appropriation（NYA） 予算執行に期限が定められていない予算
　多年度会計制度を採用しているアメリカでは、連邦政府予算が多年度予算であり連邦政府所管下のFAの予算も
多年度会計で運営されている。よって複数年に渡る競争的資金による研究プロジェクトに対して年度を越えた対応
が十分に可能である等、FAの予算執行は柔軟に展開されている。元来、研究プロジェクトも含め国家の事業には
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１年間では終了しないものが多く複数年度かけるものが多数あることを考えると、制度としては米国の多年度会計
が優れていると考える。
２．２．支出負担確定主義会計
　アメリカでは予算執行における予算管理概念が日本の場合とは異なる。高橋・石橋（2007）は次のようにアメリ
カの予算管理概念を整理している。米国の予算管理概念の根本には予算使用権限（Budget Authority：BA）と支
払い（Outlay：OT）がある。予算管理はBAとOTによってなされる。BAとOTが米国の予算を管理する２大要素
であるが、第一に重要なのはBAである（６）。 
　米国で予算提供機関の予算執行とはBAの付与、即ち、特定事業に対して法的に予算使用権限BAを付与すること
を意味する。BAの付与はObligation（支出負担行為・用途確定）と表現される。BAの付与をもって予算提供機関
としては予算執行終了となる。
　基本的にBAを付与された事業を担う組織等がいつキャッシュを使い切るかは事業を担う組織等に任される。た
とえBA付与を受けて事業が展開する中で、キャッシュが年度内に使われていなくても、予算提供機関としてはBA
付与を終了していれば予算執行終了とみなされる。これが支出負担確定主義会計（Obligation Accounting）と呼
ばれる米国会計制度の特徴的要素である。BAを付与された事業でいつ現金を使うかは事業主体に任される。予算
使用権限を付与された事業に関しての具体的な支払いOTは適宜行われる。OTは２次的アクションと考えられてい
る。米国でもOTは一般的に１年単位で管理されるが、会計管理上でキャッシュを使い切ることが重要視されるこ
とはない。BAを付与された機関が現実にキャッシュを使うのは、多様な状況変化を考慮して最適のタイミングで
行えばよく、日本でのように年度内使用が絶対視されることはない。よって、非効率なキャッシュの年度末使用の
ような無駄使い現象は生じないことになる。BAを与えられた組織等がキャッシュを使用することをアメリカでは
disbursementと呼んでいる。disbursementには基本的に期限がない。プロジェクト終了時点で、BAで定められた
予算総額とdisbursement総額が一致していればよいのである。
　アメリカでは支出負担確定主義会計が競争的資金制度運営に効果的に影響している。NSF・NIH等のFAの予算執
行において第一に重要なのはBA付与で、FAが研究機関にBAを付与した時点でFAとしては予算執行完了となる（７）。
BAの付与、即ち支出負担行為が規定年度内に行われない場合でのみ、国家会計年度上の繰越が発生するのであっ
て、支出負担行為終了後は、NSF・NIH等の国の機関に関しては国家会計年度上の繰越はないことになる。よって
NSF・NIH等と研究費を受けた研究機関との間での現金の請求・支払を柔軟に行うことが可能になっている。
２．３．Award yearの設定
　元来、年度概念は複数存在する。一般的に暦年（Calendar year）・会計年度（Fiscal year）・学校年度（School 
year or Academic year）は大半の国家に存在する。暦年は全ての国で１月～ 12月と共通である。会計年度・学校
年度は国家によって設定が異なっている。例えば、日本・英国・カナダ等の会計年度は４月～３月であるが、ドイツ・
フランス・イタリア・中国等は１月～ 12月である。
　高橋・石橋（2007）は米国の会計年度設定の柔軟性について以下のように説明している。アメリカの会計年度は
世界で最も多様性に富んだ形態を採用している。即ち、連邦政府の会計年度は10月～９月であるが、州の会計年度
が各州によって異なる。46州が７月～６月、アラバマ州・ミシガン州が10月～９月、ニューヨーク州が４月～３月、
テキサス州が９月～ 10月である。さらに予算作成が２年間に１回のみの州が20州ある。NIH・NSF等のFAは全米
の州立大学にも競争的資金を供与しているが、受け手側の州立大学が存在する州の会計制度自体が極めて多様であ
る。FA・大学等の諸制度が高度な柔軟性を認める設計になっていなければそれら諸制度は機能しないと考える（８）。
　学校年度に関しては、日本が４月～３月であるが、米国・英国・ドイツ・フランス・イタリア・カナダ・中国等
大半の国においては９月～８月である。
　会計年度と学校年度が一致するのは主要国では日本だけであって、日本以外の大半の国では会計年度と学校年度
は一致せず学校の予算管理等を会計年度を越えて運営することが普通になっているようである。
　アメリカの競争的資金制度では競争的資金を支給・利用する一年間を意味するAward yearという概念が存在する。
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Award yearとは「研究機関が競争的資金の受託を開始した時から始まる１年間」を意味する。Award yearは国家
の会計年度・学校年度とは無関係に設定され研究資金はAward yearをベースに使用されているのである。
　高橋・石橋（2007）は、Award yearについて次のように分析している。Award yearをFAが各プロジェクト毎に
自由に設定できるアメリカでは、FA側のPO・Awardee（競争的資金を供与される研究者）が協議して柔軟に設定
している場合が多い。Awardeeの研究上の状況によって採択決定から数ヶ月後にAward yearが開始されることも
ある。
　米国ではAward year自体が国家の会計年度とは別に設定され、最初からAward year自体が国家会計年度を越え
ているのである。Award year内の予算執行はFAの判断で自由に行うことができる。米国において競争的資金の繰
越（Carry Over or Carry Forward）と言った場合、国家の会計年度を越えた場合の現象を意味するのではなく、
Award yearを越えての現象を意味している。即ち、米国では競争的資金の繰越は国家会計制度関係の現象ではな
く、各FA内部の現象になる。よって、繰越はFA内の内規等を根拠に柔軟に対応できる。繰越のスケールに関して
はNIH（アメリカ国立衛生研究所）は約25％、NSF（アメリカ国立科学財団）は約20％である（９）。なおイギリスに
はEPSRC（工学・物理科学研究会議）等のFAがあるが、イギリスの競争的資金制度での繰越は100%である場合が
多い。（10）
　NIHの競争的資金プログラムは大半が研究期間を設定される研究期間設定プログラムでかつ認められた研究期間
内でも１年ごとにその継続を審査・管理されるものである。各年の研究費の繰越は25％未満であれば繰越は自由で、
25％以上であってもPOの了解があれば繰越が可能になっている。
　NIH等が運営する米国の競争的資金制度ではノーコストエクステンション（no cost extension）という研究期間
延長の制度がある。ノーコストエクステンションとは、繰越金（１年分予算の20％までが目安であるがPOの判断で
それ以上の場合もある）を使用して最大12カ月研究期間を延長することであり、この時の研究資金利用に対しては
繰越（carry over）という言葉は使われない。なお一般的にノーコストエクステンションの可否は担当POの判断に
任される。
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３．日本の会計制度改善の可能性と競争的資金制度
　多くの先進国は多年度会計を国家会計として採用している多年度会計国家になっているが、日本は単年度会計を
国家会計として採用している数少ない単年度会計国家である。日本では国庫で展開される競争的資金制度の運営は
単年度会計制度をベースに管理される。特に競争的資金の中でも明確な国庫使用資金としての補助金・国庫金を使
用した委託費の場合は、単年度会計という日本の国家会計制度から離脱して運営することはできない。単年度会計
国家日本にあっては競争的資金の繰越も国の会計年度をまたいでの繰越になり単年度会計という国家会計原則への
抵触を意味する。
　仮に競争的資金運営を単年度会計というシステムから解放して多年度会計で対応するということになれば、特別
の法律の制定が必要になる。その場合、研究活動の特殊性あるいは単年度会計下での研究費管理の不合理性が改正
理由になると考えられる。
　ただし、日本の現行の国家会計制度下でも、独立行政法人のFAが展開する競争的資金は国家の資金を離れる性
質を有するので柔軟にできる可能性がある。独立行政法人が国から受ける運営費交付金は基本的に独立行政法人の
裁量に任される側面がある。独立行政法人の運営費交付金は単年度会計という国家会計の枠組みから離脱している
とも考えられ、運営費交付金で実行する競争的資金は運営ルールを部分的に改善することでアメリカ流の競争的資
金制度運営が可能である。
　実際、運営費交付金を使用しているJST（科学技術振興機構）では柔軟な米国型の競争的資金制度運営が始まっ
ている。国が独立行政法人であるJSTに運営費交付金を支出した時点で、その運営費交付金は国のコントロールを
離脱する形態の資金になる。JSTが研究機関とのやりとりで発生することについては、国の資金の繰越という問題
図１：アメリカの会計制度の特徴と競争的資金制度
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は発生しないとも考えることができる。
　JSTの戦略的創造研究推進事業では、各年度の予算の５％以内であれば繰越を自由に認めている。さらに５％以
上であっても相談に乗っている。さらに規定の研究期間が過ぎても、一定期間、繰越した資金等を使用しての研究
期間延長を認めている。この研究期間延長は米国のノーコストエクステンションと同じ方式である（11）。
　上記のような競争的資金プログラムの柔軟な運営を推進しているJSTの高橋博士は、特定FA内の各プログラムの
個々の研究課題において繰越・前倒しを認めても、プログラム全体で平均化されてプラス・マイナス・ゼロに限り
なく近づけるようなシステムは、常時会計を自動計算するようなことができれば可能であると考えられている。
　日本の場合、支出負担確定主義会計ではないので、国の機関と研究機関に対して、補助決定・交付決定・契約決
定等の用途確定だけでなくその後の請求・支払・精算までが会計年度内に完了する必要がある。よって、国の機関
が研究機関に対して、会計年度内に補助決定・交付決定・契約決定等の用途確定した後も、請求・支払・精算が会
計年度内に終了していなければ繰越の問題が発生することになる。
　米国の競争的資金制度運営の柔軟性を実現している要素である支出負担確定主義会計を日本に即導入することが
理想であると考える。それができないとすれば、独立行政法人の運営費交付金使用の競争的資金に限定してその運
営ルールに柔軟性をもたせることはどうであろうか。例えば、運営費交付金使用の競争的資金においてのみ、研究
機関にBAを付与して予算の用途確定が完了した時点で予算執行終了とみなすような運営である。
おわりに
　未知の領域を切り拓く研究活動は試行錯誤の連続であり、研究者は常に失敗、偶然の発見や成功、不確実性に直
面せざるをえない。よって、特定の研究費が供与されたとしても、研究者としては研究費を一旦使用せず、ひたす
ら思考に集中する必要もあれば、連続的に研究費を投入して実験等を進めたいと考える場合もあるだろう。従って、
研究費使用期限等の諸条件を厳格に限定してしまうような制度は研究促進には適さない。
　その点、アメリカの会計制度は競争的研究資金利用の柔軟性を保証する制度になっている（12）。複数年度に渡る研
究プロジェクトの効率的実行を十分可能にする多年度会計制度、予算使用権限（BA）付与を中心に置く支出負担
確定主義会計（Obligation Accounting）、FAが独自に定めるAward year等、極めて柔軟に競争的資金を研究者・
研究機関に配分し利用してもらうシステムが形成されている。アメリカ流の競争的研究資金使用の柔軟性は研究者・
研究機関の研究成果拡大に寄与しているものと考える。
　対照的に日本では、競争的資金制度運営は単年度会計制度や現金支出主義をベースに運営せざるをえないので効
率的な研究費使用が行われているとは言えない。しかし、日本の現行の会計制度の中においても、独立行政法人
FAは、国庫を離脱した資金としての運営費交付金を使用しアメリカのFAが実施しているのに近い形態の競争的資
金配分を実現できる可能性がある。実際、JSTの競争的資金制度では柔軟な研究資金利用が実施され始めている。
JSTでの実験的な研究資金利用を検証しつつ、日本の競争的資金利用の柔軟性を拡大していくことが必要であろう。
註
⑴　競争的資金制度の制度設計・制度構築は2001年の第２期科学技術基本計画制定以降本格化し、2006年12月には
総合科学技術会議基本政策推進専門調査会に「研究資金ワーキンググループ」が設置され競争的資金制度の高度
化は加速してきている。
⑵　単年度会計国家日本でも国庫債務負担行為・継続費では複数年度で予算が組まれるが、それでも年度毎に予算
管理がなされている。
⑶　現在日本の競争的資金の繰越については、FAを所管する府省・制度所管府省が財務省と協議して繰越の有無
を決定している。
⑷　その他日本の会計制度の特徴として、予算執行に関する「概算払い方式」がある。概算払い方式とは資金を年
１回～４回送金してもらい後に現金支出が適切であったかを検査する方式である。また、監査に関して日本の競
争的資金制度では会計検査院・FA等が大学等に対して監査を行い、民間の会計事務所が監査を担当することが
ないことも制度的特徴と言える。
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⑸　Appropriationに関しては、Principles of Federal Appropriations Lawが詳しい。
⑹　日本では予算使用権限（BA）と現金支払（OT）の２つの要素が統合ないし混在されて予算管理がなされている。
⑺　米国の競争的資金制度では、BA付与はあくまで研究機関に対してなされるのであって、研究者になされるの
ではない。
⑻　基本的に米国では制度を極めて柔軟に構築・運営する傾向がある。
⑼　米国の制度ではunspent money（未使用金）という概念がある。高橋・石橋（2007）はunspent moneyについ
て以下のように説明している。unspent moneyにはobligated unspent money（用途確定未使用金）とunobligated 
unspent money（用途不確定未使用金）がある。obligated unspent moneyは研究上の状況変化等によって用
途が確定しているが期間内に使用できなかった資金のことで次年度に繰越すことができるものである。一方、
unobligated unspent moneyは用途が確定していない資金で次年度に繰越すことができず国家に返納する義務が
あるものである。具体的なunobligated unspent moneyとして多いものは研究資金を金融機関に預けていたこと
から生じる利息である。
⑽　その他の国の競争的資金制度における繰越に関しては、ドイツ・カナダ・オーストラリアでも繰越は可能とな
っている。
⑾　なおJSTの主力競争的資金制度である戦略的創造研究推進事業にはERATO ・CREST・さきがけ等のプログラ
ムがあるが、研究期間・研究費は異なる。
⑿　アメリカでは大統領直属のOMB（Office of Management and Budget：行政予算管理局）が競争的資金制度の
関連規定等を整備し恒常的に制度改革を支援している。
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